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居宅介護支援重要事項説明書  

＜令和 07 年 04 月 01 日現在＞  

 

１ 居宅介護支援事業者（法人）の概要  

名称・法人種別  合 同 会 社 Oto 

代 表 者 名  小 向  亜由 美  

 所在地・連絡先 （所在地）〒 612-8297 京 都 市 伏 見 区 横 大 路 貴 船 54番 地  

（電話）０９０－１１３０－２８７７ 

 
２ 事業所の概要  

⑴  事業所名称及び事業所番号  

事 業 所 名  ケ ア プ ラン セ ンタ ーい ろ は  

  

所在地・連絡先 

 

（所在地） 〒 601-8107  京 都 市 南 区 上 鳥 羽 南 唐 戸 町 9 

           エ フ キ ュ ー ブ 洛 南 202 

（電話） ０７５－６０６－６９８８ 

（FAX） ０７５－６０６－６９９０ 

事業所番号       ２ ６ ７０ ５ ０１ ４６ ５  

管理者の氏名  小 向  亜由 美  

 
 
 
 
 
 

⑵  事業所の職員体制  

従業者の職種
 

 

人数 

（人） 

区分  常勤換算後 

の人数（人） 
職 務 の 内 容

 

 
常勤(人) 非常勤(人) 

 管 理 者 1 1  1 管 理 者  

介護支援専門員 1 1  1 介 護 支 援専 門 員  

事務職員等      0     
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⑶ 通常の事業の実施地域  

通常の事業の実施地域  南 区 、下 京区 、東 山区 、伏 見 区役 所 管 内（ 環 状 線 以南

及 び 久 我・淀地 域 、醍 醐 支 所 除 く）伏 見深 草 支 所管 内  

   ※上記地域以外でもご希望の方はご相談ください。  
 

⑷ 営業日等  

営業日  営業時間  

月曜日～金曜日  09：00～18：00  

 

営業しない日  土・日曜日・12月30日～01月03日  

 
 
 
３ 提供する居宅介護支援サービスの内容・提供方法等  

⑴  要介護等認定の申請代行  

   利用申込みを受け、重要事項説明書を交付、説明し、同意を得た上で契約を締結し  

   ます。被保険者証を確認し、申請が行われていない場合は、申請が行われるよう、  

   必要な援助を行います。また、要介護認定等の更新の申請は現在の有効期間が満了  

   する１箇月前には行われるよう必要な援助を行います。  

 

⑵  アセスメントの実施  

   自宅を訪問し、利用者及び家族と面談を行い心身の状態やおかれている環境等の把  

   把握を行います。（全社協方式）  

 

⑶  居宅サービス計画書（ケアプラン）の作成  

   居宅サービス計画書の原案作成に際しては、次の点に配慮します。  

   ・サービス事業所の選択に当たっては、自由な選択を尊重し、複数の事業所の紹介  

    や事業所を計画に位置付けた理由を求めることが可能であることを説明します。  

   ・アセスメント結果を基にご本人やご家族の意向を踏まえ居宅サービス計画書を作  

    成します。  

   ・訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を希望される場合、  

    その他必要な場合には、ご利用者様の同意を得て主治の医師または歯科医師（以  

    下「主治の医師等」という。）の意見を求めます。その場合において、居宅サー  

    ビス計画を作成した際には、当該居宅サービス計画を主治の医師等に交付します。 

   ・末期の悪性腫瘍の利用者に限り、利用者等の同意を得て、心身の状況等により主  

    治の医師等の助言を得た上で必要と認める場合以外は、サービス担当者会議の招  

    集を行わず支援を継続します。状態変化を想定し、今後必要となるサービス等の  

    支援の方向性を確認し、利用者の状態やサービス変更の必要性の把握を行います。 

 

⑷  サービス担当者会議の開催  

   居宅サービス計画書原案作成後に、利用者及び家族を交えてサービス担当者会議を  

   開催し、情報を共有するとともに、担当者から専門的な見地から意見を求め、全体  

   で共通認識を図り多職種間での連携の強化に努めます。  
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⑸  居宅サービス計画書の交付  

   利用者又はその家族等に対して同意を得られた居宅サービス計画書を、利用者、各  

   サービス担当者へ交付します。  

 

⑹  モニタリング  

   ・少なくとも１月に１回、利用者の自宅を訪問し、面談を行い、新たな課題が生じ  

    ていないか居宅サービス計画書に基づくサービスが適正に提供がなされているか  

    確認を行います。また、利用者、家族、各サービス事業者との連絡調整を継続的  

に行い必要に応じて居宅サービス計画の変更を行います。  

・サービス事業所等から利用者に係る情報の提供を受けたときやその他必要と認め

るときは、利用者の服薬状況、口腔機能その他利用者の心身又は生活状況に係る

情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て、主治の医師もしくは歯科

医師、又は薬剤師に提供します。  

・他サービス事業所との連携によるモニタリングを、人材の有効活用及び指定居宅

サービス事業所との連携促進によるケアマネジメントの質の向上の観点から以下

の要件を設けた上で、テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用したモニタリ

ングを可能とします。  

ア）  利用者の同意を得ること。  

イ）  サービス担当者会議において、次に掲げる事項について主治医、担当者その  

他の関係者の同意を得ていること。  

 ⅰ利用者の状態が安定していること。  

      ⅱ利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができること（家族のサポー  

トがある場合も含む  

 ⅲテレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集できない情報につい  

て、他サービス事業者との連携により情報を収集すること。  

ウ）  少なくとも２月に１回（介護予防の場合は６月に１回）利用者の居宅を訪問 

 すること。  

 

⑺  給付管理業務  

   居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国民健康保  

   険団体連合会に提出します。  

 

⑻  相談業務  

   ・利用者、サービス事業所等からの相談に随時速やかに対応します。  

   ・介護保険以外の福祉サービス等を含めた情報提供を行います。  

   ・介護保険施設に入所を希望される場合は、そのための紹介等を行います。  

 
 
 
４ 費用  

⑴ 利用料 

要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので自己負担はあ

りません。 

介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、支援事業者に直接介護保険給付

が行われない場合があります。その場合、利用者様は１箇月につき要介護度に応じて

下記の利用料をお支払い下さい。利用料のお支払いと引き換えにサービス提供証明書

と領収書を発行します。 
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＜基本単価（１ヶ月に付き）＞当事業所の地域区分は５級地です。（単価：１０．７）  

居宅介護支援Ⅰ 

 要介護１・２  要介護３・４・５ 備考  

居 宅 介 護 支 援 費

（ⅰ）  
１１，６２０円  １５，０９７円  １人当りの取扱件数が４５件未満  

居 宅 介 護 支 援 費

（ⅱ）  
５，８２０円  ７，５３２円  

１人当りの取扱件数が４５件以上

である場合において、４５件以上

６０件未満の部分  

居 宅 介 護 支 援 費

（ⅲ）  
３，４８８円  ４，５１５円  

１人当りの取扱件数４５件以上の

場合において６０件以上の部分  

居宅介護支援Ⅱ（一定の情報通信機器の活用または事務職員の配置を行っている場合）  

 要介護１・２  要介護３～５  備考 

居 宅 介 護 支 援 費

（ⅰ）  
１１，６２０円  １５，０９７円  １人当りの取扱件数５０件未満  

居 宅 介 護 支 援 費

（ⅱ）  
５，６３８円  ７，３０８円  

１人当りの取扱件数が５０件以上で

ある場合において、５０件以上６０

件未満の部分  

居 宅 介 護 支 援 費

（ⅲ）  
３，３８１円  ４，３８７円  

１人当りの取扱件数６０件以上の場

合において６０件以上の部分  

 

＜加算・減算＞１ヶ月に付き  

新規利用又は要介護度２段

階以上変更の場合  
初回加算 ３００単位  

利用者が医療機関に入院す

るに当たって、医療機関の

職員に対して、利用者の心

入 院 時 情 報 連

携加算（Ⅰ）  

入院した日に提供した場合  

２５０単位  
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身の状況や生活環境等の利

用者にかかる必要な情報を

提供（訪問、文書を問わな

い）した場合算定。  

入 院 時 情 報 連

携加算（Ⅱ）  

入院した日の翌日又は翌々日に提供した場合  

２００単位  

病院または施設から退院ま

たは退所にあたって病院、

施設等の職員と面談をし、

利用者に関する必要な情報

を得た上で、居宅サービス

計画を作成し、サービス利

用に関する調整を行った場

合に算定。  

退院・退所後に福祉用具の

貸与が見込まれる場合は、

必要に応じ、福祉用具専門

相談員や居宅サービスを提

供する作業療法士等が参加

する  

退院・退所加算

（Ⅰ） 

（イ）利用者にかかる必要な情報の提供をカン

ファレンス以外の方法により１回受けた

場合４５０単位  

（ロ）利用者にかかる必要な情報の提供をカン

ファレンスにより１回受けた場合６００

単位 

退院・退所加算

（Ⅱ） 

（イ）利用者にかかる必要な情報の提供をカン

ファレンス以外の方法により２回受けた

場合６００単位  

（ロ）利用者にかかる必要な情報の提供を２回

受けており、うち１回以上はカンファレ

ンスによる場合７５０単位  

退院・退所加算

（Ⅲ） 

利用者にかかる必要な情報の提供を３回以上受

けており、うち１回以上はカンファレンスによ

る場合９００単位  

利用者が医師の診察を受け

る際に同席し、医師等に利

用者の心身の状況や生活環

境等の必要な情報提供を受

けた上でケアプラン等に記

録した場合  

通 院 時 情 報 連

携加算 

１月につき５０単位を加算（利用者１人につき

月１回を限度）  
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下記加算要件を満たす場合

に算定する  

①  常 勤 専 従 の 主 任 ケ ア マ ネ

を１名以上配置  

②  常 勤 専 従 の 主 任 ケ ア マ ネ

を２人以上配置  

③  常 勤 専 従 の ケ ア マ ネ を ３

人以上配置  

④  常 勤 専 従 の ケ ア マ ネ を ２

人以上配置  

⑤  常 勤 専 従 の ケ ア マ ネ を １

人以上、専従のケアマネを

常 勤 換 算 で １ 名 以 上 配 置

（ 非 常 勤 は 他 事 業 所 と の

兼務可）  

⑥  サ ー ビ ス 提 供 の 留 意 事 項

に か か る 伝 達 を 目 的 に し

た会議を定期的に開催  

⑦  ２４時間連絡体制の確保  

⑧  算 定 月 の 要 介 護 ３ ～ ５ の

割合が４０％以上  

⑨  計画的な研修の実施  

⑩  地 域 包 括 か ら の 困 難 事 例

に対応  

⑪  地 域 包 括 が 実 施 す る 事 例

検討会に参加  

⑫  運営基準、集中減算の適用

を受けていない  

⑬  ケ ア マ ネ １ 人 当 た り の 担

当 平 均 件 数 が ４ ０ 件 未 満

（ 居 宅 介 護 支 援 費 Ⅱ の 場

合４５件未満）  

⑭  ケ ア マ ネ 実 務 研 修 に 協 力

または体制の確保  

⑮  他 法 人 が 運 営 す る 居 宅 介

護 支 援 事 業 所 と 共 同 の 事

例 検 討 会 や 研 修 会 等 の 開

催  

特 定 事 業 所 加

算（Ⅰ） 

②③⑤⑥⑦⑧⑨⑩⑪⑫⑬⑭⑮⑯すべてを満たす

場合５０５単位  

特 定 事 業 所 加

算（Ⅱ） 

①③⑥⑦⑨⑩⑪⑫⑬⑭⑮⑯を満たす場合４０７

単位 

特 定 事 業 所 加

算（Ⅲ） 

①④⑥⑦⑨⑩⑪⑫⑬⑭⑮⑯を満たす場合３０９

単位 
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⑯  必 要 に 応 じ て 多 様 な 主 体

等 が 提 供 す る 生 活 支 援 の

サービス  

（ イ ン フ ォ ー マ ル サ ー ビ

ス含む）を包括的に提供さ

れ る よ う に ケ ア プ ラ ン を

作成  

特 定 事 業 所 加

算（Ａ） 

①⑤⑥⑦⑨⑩⑪⑫⑬⑭⑮⑯を満たす場合（ただ

し⑦⑨⑭⑮は他事業所との連携でも可）１００

単位を加算  

①前々 年度の 3月 から 前年

度の 2月迄の間、退院退所加

算の算定における病院及び

介護保険施設の連携の回数

の合計が３５回以上  

②前々 年度の 3月 から 前年

度の 2月迄 の間に おい てタ

ーミナルケアマネジメント

加算を５回以上算定  

③特定事業所加算（Ⅰ）（Ⅱ）

（Ⅲ）のいずれかを算定  

特 定 事 業 所 医

療 介 護 連 携 加

算  

１月につき１２５単位を加算  

利用者宅を月１回以上の訪

問、サービス担当者会議、

ケアプラン交付、複数の事

業所の紹介や当該事業所を

ケアプランに位置づけた理

由の説明等を怠った場合  

運 営 基 準 違 反

減算 

５０％減算。左記が２ヶ月連続している場合  

０  

同じサービス事業所ばかり

を使用している場合  

特 定 事 業 所 集

中減算 

－２００単位  

病院又は診療所の求めによ

り、当該病院又は診療所の

職員とともに利用者の居宅

を訪問し、カンファレンス

を行い、必要に応じて居宅

サービス等の利用調整を行

った場合  

緊 急 時 等 居 宅

カ ン フ ァ レ ン

ス加算 

２００単位  
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① 在 宅 で 死 亡 し た 利 用 者

（末期悪性腫瘍に限る）に

対して死亡日及び死亡日前

１４日以内に２日以上、当

該利用者又はその家族の同

意を得て居宅を訪問し心身

状況を記録し、主治医及び

ケアプランに位置付けたサ

ービス事業者に提供  

②ターミナルケアマネジメ

ントを受けることに同意し

た利用者について２４時間

連絡できる体制を確保、か

つ必要に応じて居宅介護支

援を行うことができる体制

を整備  

タ ー ミ ナ ル ケ

ア マ ネ ジ メ ン

ト加算 

４００単位  

感染症や災害が発生した場

合であっても必要な介護サ

ービスを継続的に提供でき

る体制を構築するため、業

務継続に向けた計画の策定

の徹底を求める観点から、

感染症若しくは災害のいず

れか又は両方の業務継続計

画が未策定の場合  

業 務 継 続 計 画

未策定減算  

所定単位数×１００分の１に相当する単位数を

減算 

利用者の人権擁護、虐待の

防止等により推進する観点

から、全ての介護サービス

事業者（居宅療養管理指導

及び特定福祉用具販売を除

く）について、虐待の発生

又はその再発を防止するた

めの措置が講じられていな

い場合に基本報酬を減算す

る。  

高 齢 者 虐 待 防

止 措 置 未 実 施

減算 

所定単位数×１００分の１に相当する単位数を

減算 

 

⑵ 交通費  

２の⑶の通常の事業の実施地域にお住まいの方は無料です。  

通常の事業の実施地域以外の地域にお住まいの方は，通常の事業の実施地域を越えた
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所から公共交通機関を利用した実費が必要となります。   

  なお、自動車を使用した場合は公共交通機関を利用した場合の範囲内で徴収します。 

  費用の支払いを受ける場合には事前にご説明させていただき、ご同意の文書を交付 

  いたします。 

 

５ 事業所の目的および運営方針  

⑴   事業の目的  

合 同 会 社 Oto が 設 置 す る ケ ア プ ラ ン セ ン タ ー い ろ は （ 以 下 「 事 業 所 」 と い

う 。 ） が 行 う 指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所 の 適 正 な 運 営 を 確 保 す る た め に 必 要

な 人 員 及 び 管 理 運 営 に 関 す る 事 項 を 定 め 、 事 業 所 の 介 護 支 援 専 門 員 （ 主 任

介 護 支 援 専 門 員 を 含 む 。以 下 同 じ 。）が 、利 用 者 の 意 思 及 び 人 格 を 尊 重 し 、

常 に 利 用 者 の 立 場 に 立 っ て 、 適 切 な 指 定 居 宅 介 護 支 援 の 提 供 を 確 保 す る こ

と を 目 的 と す る 。  

 

⑵   運営方針 

１ ．  利 用 者 が 要 介 護 状 態 と な っ た 場 合 に お い て も 、可 能 な 限 り 居 宅 に お い

て そ の 有 す る 能 力 に 応 じ 、自 立 し た 日 常 生 活 を 営 む こ と が で き る よ う

に 配 慮 し て 援 助 に 努 め る 。  

２ ．  利 用 者 の 心 身 の 状 況 、そ の お か れ て い る 環 境 等 に 応 じ て 、利 用 者 自 ら

の 選 択 に 基 づ き 、適 切 な 保 健 医 療 サ ー ビ ス 及 び 福 祉 サ ー ビ ス 計 画 に 基

づ い て 介 護 サ ー ビ ス が 提 供 さ れ る よ う に 配 慮 し て 行 う 。  

３ ．  利 用 者 の 意 思 及 び 人 格 を 尊 重 し 、常 に 利 用 者 の 立 場 に 立 っ て 、利 用 者

に 提 供 さ れ る サ ー ビ ス 等 が 特 定 の 種 類 ま た は 特 定 の 事 業 者 に 不 当 に

偏 す る こ と の な い よ う 、 公 正 中 立 に 行 う 。  

４ ．  事 業 の 運 営 に 当 た っ て は 、市 町 村 、地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 、在 宅 介 護

支 援 セ ン タ ー 、 他 の 居 宅 介 護 支 援 事 業 者 、 指 定 介 護 予 防 支 援 事 業 者 、

関 係 医 療 機 関 、介 護 保 険 施 設 、指 定 特 定 相 談 支 援 事 業 者 等 と の 連 携 に

努 め る 。ま た 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー よ り 支 援 困 難 な 事 例 や 中 重 度 者 の

事 例 の 紹 介 を 受 け た 場 合 に お い て も 十 分 な 連 携 を 図 る よ う 努 め る 。  

５ ．  サ ー ビ ス の 提 供 に 当 た っ て は 、要 介 護 者 等 の 要 介 護 状 態 の 軽 減 若 し く

は 悪 化 の 防 止 に 努 め 、主 治 の 医 師 等 及 び 医 療 サ ー ビ ス と の 連 携 に 十 分

配 慮 し て 行 う 。要 介 護 状 態 が 改 善 し 要 介 護 認 定 が 要 支 援 認 定 と な っ た

場 合 、居 宅 介 護 支 援 事 業 者 は 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー に 必 要 な 情 報 提 供

を 行 う な ど の 措 置 を 講 ず る 。  

６ ．  利 用 者 の 要 介 護 認 定 等 に 係 る 申 請 に 対 し て 、 利 用 者 の 意 思 を 踏 ま え 、

必 要 な 協 力 を 行 う 。ま た 、要 介 護 認 定 等 の 申 請 が 行 わ れ て い る か 否 か

を 確 認 し 、 そ の 支 援 も 行 う 。  

７ ．  保 険 者 か ら 要 介 護 認 定 調 査 の 委 託 を 受 け た 場 合 は 、そ の 知 識 を 有 す る

よ う 常 に 研 鑽 に 努 め 、被 保 険 者 に 構 成 、中 立 に 対 応 し 正 し い 調 整 を 行

う 。  

８ ．  前 7 項 の 他 、介 護 保 険 法 そ の 他 法 令 、「 京 都 市 介 護 保 険 法 に 基 づ く 事

業 及 び 施 設 の 人 員 、 設 備 及 び 運 営 の 基 準 に 関 す る 基 準 （ 平 成 11 年 厚

生 省 令 第 39 号 ） 」 、 「 指 定 居 宅 介 護 支 援 等 の 事 業 の 人 員 及 び 運 営 に

関 す る 基 準（ 平 成 11 年 厚 生 省 令 第 38 号 ）」等 に 定 め る 内 容 を 遵 守 し 、

事 業 を 実 施 す る も の と す る 。  
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⑶ その他 

  

事 項  内  容  

介 護 サ ービ ス 第三 者評 価   実 施 の有 無 ：無  

採用時研修   採 用 後１ ヶ 月以 内  

継続研修   年１回以上（外部における研修受講を含む） 

 

 

 

６ サービス内容に関する苦情等相談窓口  

  

当事業所利用者様相談窓口  

窓口責任者  小向  亜由美   

ご利用時間  ０９：００～１８：００   

ご利用方法  電話（０７５－６０６－６９８８） 

  

当法人相談窓口  

窓口責任者   小向  亜由美   

ご利用時間   ０９：００～１８：００  

ご利用方法  電話（０７５－６０６－６９８８） 

京都市南区役所  

健康長寿推進課 高齢介護保険担当 

受付時間：月曜日～金曜日８ :３０～１７：００  

 電話番号：０７５－６８１－３２９６  

京都市下京区役所  

健康長寿推進課 高齢介護保険担当  

受付時間：月曜日～金曜日８ :３０～１７：００  

 電話番号：０７５－３７１－７２２８  

京都市東山区役所  

健康長寿推進課 高齢介護保険担当  

受付時間：月曜日～金曜日８ :３０～１７：００  

 電話番号：０７５－５６１－９１８７  

京都市伏見区役所  

健康長寿推進課 高齢介護保険担当  

受付時間：月曜日～金曜日８ :３０～１７：００  

 電話番号：０７５－６１１－２２７８  
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京都市伏見区役所深草支所  

健康長寿推進課 高齢介護保険担当  

受付時間：月曜日～金曜日８ :３０～１７：００  

 電話番号：０７５－６４２－３６０３  

京都府国民健康保険団体連合会  

介護保険課  介護保険係  相談担当  

受付時間：月曜日～金曜日９ :００～１７：００  

 電話番号：０７５－３５４－９０９０  

      

 

 

７ 緊急時及び事故発生時等における対応方法  

 サービス提供中に病状の急変などがあった場合は、速やかに利用者様の主治医、救急隊、

緊急時連絡先（ご家族等）等へ連絡をするとともに必要な措置を講じます。 

 また、サービス提供中に事故が発生した場合には、必要な措置を講じるとともに上記に

加え、京都市、市町村及び当該利用者の家族等に連絡を行います。 

 

 

 

  

 

 

主治医 

 

 

病 院 名  

及 び  

所 在 地  

 

 

 

氏  名  

電 話 番 号  

 

 

 

緊急時連絡先（家族等） 

 

 

氏 名（続柄）                           （    ） 

 

 住    所  

 

             

        

 

電 話 番 号            

 

 



- 12 - 

 

８ 主治の医師および医療機関等との連絡について 

事 業 者 は 利 用 者 の 主 治 の 医 師 お よ び 関 係 医 療 機 関 と の 間 に お い て 、利 用 者 の

疾 患 に 関 す る 情 報 に つ い て 必 要 に て 連 絡 を 取 り ま す 。そ の こ と で 利 用 者 の 疾

患 に 対 す る 対 応 を 円 滑 に 行 う こ と を 目 的 と し ま す 。 こ の 目 的 を 果 た す た め

に 、 以 下 の 対 応 を お 願 い い た し ま す 。  

⑴  利 用 者 の 不 足 の 入 院 に 備 え 、 担 当 の ケ ア マ ネ ジ ャ ー が 医 療 機 関 に 伝 わ

る よ う に 、 入 院 時 に 持 参 す る 医 療 保 険 証 ま た は お 薬 手 帳 等 に 担 当 の ケ

ア マ ネ ジ ャ ー が 分 か る よ う に 名 刺 を 貼 り 付 け る 等 の 対 応 を お 願 い い た

し ま す 。  

⑵  入 院 時 に は 、 医 療 機 関 へ 利 用 者 又 は 家 族 か ら 担 当 の ケ ア マ ネ ジ ャ ー の

事 業 所 及 び 氏 名 を 伝 え て い た だ き ま す よ う お 願 い い た し ま す 。  

 

９ 他機関との各種会議等について 

⑴   利用者等が参加せず、医療・介護の関係者のみで実施するものについて「医療

・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び「医

療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を参考にして、テレビ電話

等を活用しての実施を行います。 

⑵  利用者等が参加して実施するものについて、上記に加えて利用者等の同意を得た

上で、テレビ電話等を活用して実施します。 

 

１ ０  秘密の保持と個人情報の保護について 

⑴   利用者、その家族に関する秘密の保持について事業者はサービスを提供するうえ 

で知り得た、利用者及びその家族に関する秘密を、正当な理由なく第三者に漏ら

しません。この秘密保持義務は、契約終了後も継続します。 

⑵   個人情報の保護について事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限りサー 

ビス担当者会議において、利用者の個人情報を用いません。また利用者の家族の個

人情報についても予め文書で同意を得ない限りサービス担当者会議で用いません。  

事業者は、利用者とその家族に関する個人情報が含まれる記録物については、注

意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止します。 

 

１１ 記録の整備について 

  事 業 者 は 居 宅 介 護 支 援 に 関 す る 記 録 を 整 備 し 、 そ の 完 結 の 日 か ら ５ 年 間 保

存 し ま す 。  

 

１２ 虐待の防止について 

 

  事業者は、利用者の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲

げるとおり必要な措置を講じます。 

⑴  虐 待 防 止 に 関 す る 担 当 者  管 理 者  小 向  亜 由 美  

⑵  虐 待 防 止 の た め の 対 策 を 検 討 す る 委 員 会 を 定 期 的 に 開 催 し 、そ の 結 果 に

つ い て 従 業 員 に 周 囲 徹 底 を 図 っ て い ま す 。  

⑶  虐 待 防 止 の た め の 指 針 を 整 備 し て い ま す 。  

⑷  従 業 員 に 対 し 、 虐 待 防 止 の た め の 研 修 を 定 期 的 に 実 施 し て い ま す 。  

 

  事 業 者 は 、 サ ー ビ ス 提 供 中 に 、 当 該 事 業 所 従 業 者 又 は 養 護 者 （ 利 用 者 の 家
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族 等 高 齢 者 を 現 に 養 護 す る 者 ） に よ る 虐 待 を 受 け た と 思 わ れ る 利 用 者 を 発

見 し た 場 合 は 速 や か に 、 市 町 村 に 通 報 し ま す 。  

 

１３ 身体拘束等について 

事 業 者 は 、 原 則 と し て 利 用 者 に 対 し て 身 体 的 拘 束 等 を 行 い ま せ ん 。 た だ し 、

自 傷 他 害 等 の お そ れ が あ る 場 合 な ど 。利 用 者 本 人 ま た は 他 人 の 生 命・身 体 に

対 し て 危 険 が 及 ぶ こ と が 考 え ら れ 、以 下 の (1)～ (3)の 要 件 を す べ て 満 た す と

き は 、利 用 者 に 対 し て 説 明 し 同 意 を 得 た 上 で 、必 要 最 小 限 の 範 囲 内 で 身 体 拘

束 等 を 行 う こ と が あ り ま す 。そ の 場 合 に は 、態 様 及 び 時 間 、利 用 者 の 心 身 の

状 況 、緊 急 や む を 得 な い 理 由 、経 過 観 察 並 び に 検 討 内 容 に つ い て 記 録 し 、５

年 間 保 存 し ま す 。ま た 事 業 者 と し て 、身 体 的 拘 束 等 を な く し て い く た め の 取

り 組 み を 積 極 的 に 行 い ま す 。  

⑴  切 迫 性 … 直 ち に 身 体 的 拘 束 等 を 行 わ な け れ ば 、利 用 者 本 人 ま た は 他 人 の 生

命 ・ 身 体 に 危 険 が 及 ぶ こ と が 考 え ら れ る 場 合 。  

⑵  非 代 替 性 … 身 体 的 拘 束 等 以 外 に 、 代 替 す る 介 護 方 法 が な い 場 合 。  

⑶  一 時 性 … 利 用 者 本 人 ま た は 他 人 の 生 命・身 体 に 対 し て 危 険 が 及 ぶ こ と が な

く な れ ば 、 直 ち に 身 体 的 拘 束 等 を 解 く 場 合 。  

 

１４ 業務継続計画の策定等について 

⑴  感 染 症 や 非 常 災 害 の 発 生 に お い て 、利 用 者 に 対 す る 指 定 居 宅 介 護 支 援 の

提 供 を 継 続 的 に 実 施 す る た め の 、及 び 非 常 時 の 体 制 で 早 期 の 業 務 再 開 を

図 る た め の 計 画（ 業 務 継 続 計 画 ）を 策 定 し 、当 該 業 務 継 続 計 画 に 従 っ て

必 要 な 措 置 を 講 じ ま す 。  

⑵  従 業 者 に 対 し 、業 務 継 続 計 画 に つ い て 周 知 す る と と も に 、必 要 な 研 修 及

び 訓 練 を 定 期 的 に 実 施 し ま す 。  

⑶  定 期 的 に 業 務 継 続 計 画 の 見 直 し を 行 い 、必 要 に 応 じ て 業 務 継 続 計 画 の 変

更 を 行 い ま す 。  

 

１５ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置について 

事 業 者 は 、感 染 症 が 発 生 し 、又 は ま ん 延 し ま い よ う に 次 の 号 に 掲 げ る 措 置 を

講 ず る よ う に 努 め ま す 。  

⑴  事 業 所 に お け る 感 染 症 の 予 防 及 び ま ん 延 防 止 の た め の 対 策 を 検 討 す る 委  

員 会（ テ レ ビ 電 話 装 置 等 を 活 用 し て 行 う こ と が で き る も の と す る ）を 概 ね  

６ 月 に １ 回 以 上 開 催 し ま す 。  

⑵  事 業 所 に お け る 感 染 症 の 予 防 及 び ま ん 延 防 止 の た め の 指 針 を 整 備 し ま す 。 

⑶  ケ ア マ ネ ジ ャ ー に 対 し 、感 染 症 の 予 防 及 び ま ん 延 防 止 の た め の 研 修 及 び 訓  

  練 を 定 期 的 に 実 施 し ま す 。  

 

１６ ハラスメント対策について 

事 業 者 は 、職 場 に お け る ハ ラ ス メ ン ト 防 止 に 取 り 組 み 、従 業 員 が 働 き や す い

環 境 づ く り を 目 指 し ま す 。ま た 、利 用 者 又 は ご 家 族 等 か ら の 事 業 者 の 従 業 員

に 対 し て 行 う 暴 言・暴 力・嫌 が ら せ・誹 謗 中 傷 等 の 迷 惑 行 為 、セ ク シ ャ ル ハ

ラ ス メ ン ト な ど に 迅 速 か つ 適 切 に 対 応 す る た め に 必 要 な 措 置 を 講 じ ま す 。  
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居宅介護支援の開始に当たり、利用者に対して重要事項説明書を交付のうえ、居宅介護支

援のサービス内容及び重要事項の説明をしました。 

 この証として本書を２通作成し、利用者、事業者が署名捺印の上、各自１通を保有する

ものとします。但し、利用者の利便性向上や介護サービス事業者の業務負担軽減の観点か

ら、政府の方針も踏まえ、ケアプランや重要事項説明等における利用者等への説明・同意

について 

  ア 書面での説明・同意を行うものについて電磁的記録による対応を可能とします。 

  イ 利用者等の署名・捺印について求めないことを可能とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 【説明年月日：令和  年  月  日】  

 

    事業者        住 所 京都市南区上鳥羽南唐戸町 9 番地ｴﾌｷｭｰﾌﾞ洛南 202 

                事業者（法人）名 合同会社 Oto 

               事   業   所  名 ケアプランセンターいろは 

                          

   代表者名         小向 亜由美 

 

説明者             

                          氏 名            小向 亜由美 

 

  私は、重要事項説明書に基づいて居宅介護支援のサービス内容及び重要事項の説明を受

け、その内容および以下の項目について同意のうえ、本書面を受領しました。 

 

   

 

 

利 用 者 本 人  

 

住 所  

 

 

 

氏 名  

 

 

 

 

（ 署 名 ・ 法 定 ）  

代 理 人  

 

住 所  

 

 

 

氏 名  

 

 

（ 利 用 者 と の 関 係 ：             ）  

 

 

 


